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③　高齢化等に対応した人にやさしい生活環境の整備に資する地域開発
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出典：国土交通省北海道局調べ

　　1999年10月現在の北海道における全人口に占める65歳以上の人の割合は17.5％と全国平均
（16.7％）を上回り､高齢化が進んでいる。
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　④　安心して子どもを生み育てられる環境の整備に資する地域開発

　近年、都市化、核家族化の進行など子供や家庭を取り巻く環境が大きく変化し、特に女性
の社会進出が進む中で、子育てと仕事の両立が難しいことや、晩婚化の進行、未婚率の上昇
などから、出生数が大幅に減少している。

婚姻率・離婚率の全国比較
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出典：厚生労働省「人口動態統計」

地域子育て支援センター施設数
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出典：北海道「平成12年度地域子育て支援センター実施予定施設一覧」

　北海道では、子育てに対する社会的支援を総合的かつ計画的に推進するため、1997年２月
に策定した「北海道エンゼルプラン」に基づき、それぞれの地域ニーズを踏まえ、計画的な
サービス提供に努めている。

（人/千人）

１０６



　国営滝野すずらん丘陵公園、青少年山の家などの青少年施設や廃校舎を活用した宿泊研修
施設等の整備が道内各地域で進められ、都市で生活している児童・生徒等が自然とのふれあ
い、農山漁村の生活、労働等を体験学習できる機会の拡大が図られるなど、今後とも、子供
の健全な成長を支えるため、遊び、スポーツや自然とのふれあいの場等の整備を促進する。

全国の自然と水辺に関心のある人々の参加を
得て、十勝を舞台に自然・川と地域、人との繋
がりを見つめ直し、「水辺のがき大将」として自
然・川遊びなどのリーダー育成や、全国的に先
駆けて十勝川らしい川の文化を次世代につな
げる「水辺の楽校」の先進的な実践などを目指
し、小学校4年生以上の児童・生徒・保護者を対
象に１９９８年度から実施。

水がきジャンボリーｉｎとかち

主催：２００１水がきジャンボリーｉｎとかち実行委
　　　　員会

参加：60名程度

時期：7月（3泊4日）

水辺の楽校プロジェクト整備状況（累計）
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出典：北海道開発局、北海道調べ
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札幌市には、他の地方中枢都市と比較し遜色ない都市機能が集積されてい

る。 

 

出典：総務省「住民基本台帳」、日本都市年鑑（全国市町会編）等 

 

道内地方中核都市のDID人口は増加しているが、DID面積が広がっており、

DID 密度は低下している。 

 

地方中枢都市の都市機能集積状況
単位 札幌市 仙台市 広島市 福岡市

面積(1999) ｋｍ２ 1,121.12 788.08 741.63 338.27
住民基本台帳人口(1999) 万人 180 98 111 128

11,743 7,692 7,294 12,680
人口千人当たり出版・印刷・同関連産業従業者(1999) 人 6.5 7.8 6.6 9.9

15,958 9,874 8,249 18,892
人口千人当たり情報ｻｰﾋﾞｽ・調査業従業者(1999) 人 8.8 10.1 7.4 14.7

12,276 6,425 7,465 10,853
人口千人当たり娯楽業従業者(1999) 人 6.8 6.6 6.7 8.5

31,503 13,958 14,608 27,307
人口千人当たりその他の飲食店従業者(1999) 人 17.5 14.2 13.2 21.3
博物館施設数(1991) 施設 22 16 12 12
ホテル客室数(1990) 室 19,831 11,243 10,208 15,216
大学学生数(1999) 人 41,876 36,244 28,413 69,949
短大学生数(1999) 人 8,332 2,825 4,854 8,058
国際会議数(1990) 件 42 31 23 43

39,805 12,382 15,053 23,077
人口1万人当たり病床(1998) 病床 220.6 126.3 135.8 179.9

道内中核都市等のＤＩＤ面積・人口の推移（単位：人、％、ｋｍ２、人/ｋｍ２）
総人口 ＤＩＤ面積 ＤＩＤ密度

１９７０年 1,010,123 823,233 (81.5) 88.3 9,323.1
札幌市 １９９０年 1,671,742 1,570,733 (94.0) 202.4 7,760.5

１９９５年 1,757,025 1,690,762 (96.2) 219.5 7,704.5
１９７０年 292,286 263,214 (90.1) 27.4 9,606.4

函館市 １９９０年 307,249 274,115 (89.2) 39.5 6,939.6
１９９５年 298,881 277,471 (92.8) 41.7 6,649.2
１９７０年 288,492 214,359 (74.3) 34.0 6,304.7

旭川市 １９９０年 359,071 313,988 (87.4) 70.3 4,466.4
１９９５年 360,568 323,086 (89.6) 75.0 4,305.5
１９７０年 191,948 163,055 (84.9) 21.7 7,514.1

釧路市 １９９０年 205,639 186,053 (90.5) 37.0 5,028.5
１９９５年 199,323 182,218 (91.4) 39.6 4,602.6
１９７０年 131,568 86,574 (65.8) 13.6 6,365.7

帯広市 １９９０年 167,384 147,343 (88.0) 36.9 3,993.0
１９９５年 171,715 157,545 (91.7) 40.8 3,862.3
１９７０年 82,727 54,812 (66.3) 9.6 5,709.6

北見市 １９９０年 107,247 81,683 (76.2) 18.6 4,391.6
１９９５年 110,452 84,777 (76.8) 19.4 4,367.7
１９７０年 43,904 28,861 (65.7) 4.4 6,559.3

網走市 １９９０年 44,416 21,761 (49.0) 6.2 3,509.8
１９９５年 44,176 31,602 (71.5) 8.1 3,891.9

ＤＩＤ人口（構成比）

出典：総務省「国勢調査」 
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北海道の運転免許保有者数と自動車保有台数の推移 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

出典：北海道警察本部「交通年鑑」 

 

 

道路交通に社会経済を大きく依存する北海道では、運転免許保有者数、自動車保

有台数ともに年々増加傾向にある。 



 １１２

 

 
図表 冬期の交通量の減少 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省「道路交通センサス」 

 

冬期の旅行速度の低下  
●札幌市内の冬期旅行速度            ●高速道路と一般道路の冬期旅行速

度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北海道開発局調べ                  出典：北海道開発局調べ                     

降雪や吹雪など冬期の気象環境が大きく変化する北海道では、交通環境も厳しく

視程障害や路面凍結などが発生し、交通量も減少している。 

スパイクタイヤ規制以降は、スタッドレス化の影響により都市内ではツルツル路

面が発生し、札幌市内の旅行速度は東京 23 区レベルまで低下しており、冬期の定時

性確保が重要な課題となっている。 
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離島を含む道内各地を結ぶ､航空アクセスネットワークの整備、推進が行われている。 

○ 道内間航空路線網 

空港名 新千歳 函  館 釧  路 稚  内 旭  川 帯  広 女満別 中標津 紋  別 奥  尻 利  尻 礼  文 丘  珠 

新千歳  ○ ◎ ○     ◎ ○ ▲   ●     

函  館 ○  ○   ○   ○     ○     ○ 

釧  路 ◎ ○    ○               ○ 

稚  内 ○                  ○ ○ ○ 

旭  川  ○ ○                    

帯  広                          

女満別 ◎ ○                    ▲ 

中標津 ○                      ○ 

紋  別 ▲                      ○ 

奥  尻   ○                      

利  尻 ●     ○                  

礼  文       ○                  

丘  珠   ○ ○ ○     ▲ ○ ○        

※合計 18 路線（2001 年 9 月現在）、◎２社運航、○通年運航、●季節運航、▲運休中、赤字は離島空港（及び離島路線） 

出典：国土交通省北海道局調べ 

 

○ 道内間航空路線の利用状況等                  2001 年 9 月現在 

路 線 名 運航会社 開設年月日 運行回数 使 用 機 材 搭乗率(%) 

新千歳－函 館 ＨＡＣ 1998. 3.28 4 便/日 SAAB340B(36) 52.1 

ＪＡＳ 1966. 5. 1 2 便/日 MD87(134),MD90(166) 50.8 新千歳－釧 路 

ＨＡＣ 1999. 1.16 2 便/日 SAAB340B(36) 83.2 

新千歳－稚 内 ＡＮＫ 1980. 5.27 1 便/日 B737(126) 42.2 

ＪＡＳ 1965. 6. 1 3 便/日 MD81(163),MD90(166),A300(298) 46.7 新千歳－女満別 

ＡＮＫ 1999. 1.16 2 便/日 B737(126) 42.4 

新千歳－中標津 ＡＮＫ 1980. 5.27 2 便/日 A320(166) 42.9 

新千歳－利 尻 ＡＮＫ 1999. 6. 1 1 便/日 B737(126) 59.5 

函 館－釧 路 ＨＡＣ 1998. 7. 1 2 便/日 SAAB340B(36) 60.4 

函 館－旭 川 ＨＡＣ 1998. 3.28 2 便/日 SAAB340B(36) 51.9 

函 館－女満別 ＨＡＣ 1999.10. 1 1 便/日 SAAB340B(36) 50.1 

函 館－奥 尻 ＡＤＫ 1976. 5.15 3 便/日 DHC-6(19) 51.9 

函 館－丘 珠 ＡＮＫ 1976. 5.15 5 便/日 YS-11(64) 72.3 

釧 路－旭 川 ＨＡＣ 1998. 3.28 2 便/日 SAAB340B(36) 45.7 

釧 路－丘 珠 ＡＮＫ 1990. 4. 1 2 便/日 YS-11(64) 60.1 

稚 内－利 尻 ＡＤＫ 1974. 8.10 2 便/日 DHC-6(19) 32.6 

稚 内－礼 文 ＡＤＫ 1978. 6. 1 2 便/日 DHC-6(19) 32.1 

稚 内－丘 珠 ＡＮＫ 1974. 8.10 2 便/日 YS-11(64) 62.9 

紋 別－丘 珠 ＡＮＫ 1974.10.15 1 便/日 YS-11(64) ※H13.4 より運航再開 － 

中標津－丘  珠 ＡＮＫ 1974.10.15 1 便/日 YS-11(64) 69.7 

▲ 新千歳－紋 別  ＡＮＫ 1990. 8. 1 運休中 2001. 4 より運休中 35.7 

▲ 女満別－丘 珠 ＡＮＫ 1999.11.10 運休中 2000.11 より運休中 38.8 

注：１．赤字は離島路線、２．▲は現在運休中、３．網掛けは 1997 年度以降開設路線、 
４．搭乗率は 2000 年度実績、５．機材名の（ ）は定員           

 
出典：国土交通省北海道局調べ 
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離島における生活の利便性の向上や観光振興を図るためフェリーターミナルなど離島港

湾等の整備を推進している。 
北海道各地域の生活、産業の基盤を強化するための内貿バースなどの港湾整備を推進。 

 

整備効果事例１ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            

 
白老港取扱貨物量と商港区就業者数の推移 

整備効果事例２ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   

 
 

RORO 船就航によるガソリン価格の低下グラフ 
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② 高度な情報通信ネットワーク等の整備 

 北海道においては、携帯電話加入者数や CATV 加入世帯数は着実に増加し

ており、また、インターネット世帯普及率も３年間で約３倍近く伸びるなど、

全国に比べややそのテンポは遅いものの、北海道の情報化は着実に進んでい

る。 
 

全国及び北海道の携帯電話加入者数の推移 
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出典：総務省調べ 

 

全国及び北海道ケーブルテレビ加入世帯数の推移 
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出典：総務省調べ 
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全国及び北海道のインターネット世帯普及率 
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出典：㈱ビデオリサーチネットコム「インターネット普及状況調査」 
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 北海道における情報関連施設整備状況の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北海道開発局調べ 

 北海道内の情報関連施設整備率（2001年度末） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道における高度情報通信社会推進のため、電線類の地中化を図り、道路地下

に電力・通信線を共同収容できる空間を確保するための情報ボックスや道路管理用

光ファイバー等の整備を推進。 

2001 年度末には情報ボックス 2,141ｋｍ、光ファイバー2,552ｋｍの供用を予定。

札幌や旭川では国道の情報ボックス整備率が８割以上となり、道内全体の整備率は

情報ボックスで約５割、光ファイバーで約４割となる。 

注）数値は、各開発建設部別設置率（ （整備延長／管理延長）×１００ ） 

出典：北海道開発局調べ
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  迅速かつ的確な災害情報の収集・提供や施設管理を行うため、河川管理用 

光ファイバーの整備を進めている。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

出典：北海道開発局、北海道調べ

光ファイバー整備延長（治水）の推移
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 （３）安全な地域社会の計画的整備 
［対応する主な課題］ 

・ 国土保全基盤整備や初動体制の強化などの総合的な防災対策の推進 

・ 公共施設の耐震化及び災害時の緊急輸送路、避難地の確保 

・ 道路防災対策の緊急実施 
 

北海道では治水事業の着実な進展により氾濫頻度は減少する傾向にあるが、過
去 25 年間の合計でみると都道府県別で第１位の被害額となっている。また、一人
当たりの水害被害額を見ても北海道は全国平均を上回っている。 

 

 
北海道における過去２５年間の水害被害額
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①国土保全施設の計画的整備 

 

第６期北海道総合開発計画の期間において、石狩川・十勝川等大河川につ
いては、引き続き堤防・浚渫・掘削等により着実に治水安全度の向上を図る

とともに、1988 年の出水で甚大な被害が生じた大鳳川流域の治水対策として
大鳳川新水路（石狩川水系）を完成させ、同じく、1988 年の出水で甚大な被
害が生じた留萌川流域の治水対策として留萌ダムや大和田遊水地に着手する

など、地域の骨格を形成する治水事業を推進している。 
 

【大鳳川新水路事業】 
  大鳳川について、雨竜川との合流点を下流に付け替えることにより、洪水時、
大鳳川の水位を約 2.2ｍ低下させることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1988 年８月洪水（妹背牛町・深川市・秩父別町）         大鳳川新水路 
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【留萌川流域の総合的な治水対策】 

  留萌川流域は、戦後最大を記録した 1988 年８月の洪水により、留萌市全体の 
27 ％にあたる 3,376 戸が浸水被害を受けた。この洪水対策として、掘削、築堤と
ともに留萌ダム・大和田遊水地を整備することにより、同じ規模の洪水が発生した

場合でも留萌市街地を浸水被害から守ることが可能となる。 
・1988 年８月洪水 

留萌市街地              留萌市内 
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洪水被害の発生をできるだけ抑えるため、洪水氾濫危険区域図に避難地、避難

路の位置、情報入手方法などを具体的に表示した洪水ハザードマップを市町村が

主体となって整備している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   出典：北海道開発局調べ 

 

 

 

 

 

 

洪水ハザードマップ公表市町村数(累計）の推移
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2000 年３月に 23 年ぶりに噴火した有珠山をはじめ近年道内の火山活動が活発化

しており、火山砂防激甚災害対策特別緊急事業により有珠山の泥流対策を緊急的・

集中的に実施するほか、広域的で甚大な被害が想定される樽前山等の泥流対策施

設・監視観測体制の整備を促進するなど火山砂防事業を重点的に実施。 
急傾斜崩壊危険箇所など土砂災害危険箇所は都市化の進展等により増加しており、

近年災害が発生した箇所及び病院などの災害弱者関連施設が被災する恐れのある箇

所等での事業を優先的に実施。 
 
 

 

 

 

 

急傾斜地崩壊危険箇所数と整備箇所数の推移
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有珠山火山砂防激甚災害対策特別緊急事業 

覚生川３号遊砂地（2001 年完成予定） 

－樽前山直轄火山砂防事業－ 

黒岳沢川床固工群(2001 年完成予定)と 
層雲峡温泉街－石狩川上流直轄砂防事業－ 

急傾斜地崩壊危険箇所：傾斜度 30 度以上、斜面高
さ5ｍ以上の急傾斜地で5戸以上の家屋がある箇所
整備済み箇所：崩壊防止施設により整備された箇所

出典：北海道調べ 

 
 

  
 

 

洞爺湖温泉街の遊砂地整備 
(西山川遊砂地等) 
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北海道の海岸線延長 3,036ｋｍと長大であり、要保全海岸延長はこのうちの 1,926ｋｍ

で全国要保全海岸延長の 12％を占める。 
近年海岸侵食が著しく、年間約 86ｈａ（全国消失面積の５４％に相当）の砂浜が失わ

れ侵食・決壊等の被害が頻発しているが、保全を要する海岸延長が長く海岸整備施設の

整備状況は全国平均と比べ遅れている。 
北海道南西沖地震被災地などにおける高潮対策の整備を進めるとともに、人工リーフ

等の海岸保全施設の整備を推進する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省「海岸統計」
 

海岸保全施設の整備効果事例（苫小牧市） 
人工リーフ、緩傾斜護岸により越波・震動の被害を解消 

整備前 整備後 

海岸侵食の被害（野付崎海岸） 

 

北海道 

全国 
  出典：「地形図の比較による全国の海岸線変化」 

      田中茂信ら，海岸工学論文集，1993   

海岸線の消失面積と平均消失幅 （1978 年～1992 年 15 年間）

160ha／年 2.5ｍ 

消失面積 砂礫海岸の延長で 
平均した消失幅 

86ha／年 
（全国の 54%） 

6.5ｍ 
（全国の 2.6 倍） 

 
北海道の海岸の概況 
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 北海道には全国の約１割に相当する２万３千カ所の山地災害危険地区があり、

その解消に向けて治山事業を計画的に実施している。 
また、北海道の森林面積の約４割に相当する約 214 万ｈａが水源のかん養や土

砂の流出等の防止を図るため保安林に指定され、その機能を維持強化するための

整備を行っている。 

 
 
                     北海道における保安林面積の推移 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

1975 1985 1990 1996 1997 1998 1999 2000

(千ha)

その他 保健 防風・防霧 土砂流出防備 水源かん養

  出典：北海道｢北海道林業統計｣ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（年） 



 １２７

② 災害に強い地域社会の形成 

 

北海道における道路管理施設の設置状況（国道）（右：CCTV カメラ、左：気象観測装置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北海道開発局「道路現況調書」 

 

北海道における道路管理施設の設置状況（国道） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大規模な災害の際に応急対策を早急かつ円滑に実施するため、被害状況や応急対

策に関する情報等を的確に収集し、迅速に伝達することが求められており、防災情

報システムの充実を推進している。 

道路状況を把握するために、CCTV カメラや気象観測装置の設置が着実に進められ

ている。 

気象テレメーター：雨量、積雪、気温等道路

気象情報の測定値を自動的に計測する。 

CCTVカメラ：映像を監視して路

面の状況及び交通状況、気象状況

を把握する。 
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地震発生直後の避難者及び緊急物資の海上輸送路を確保するための耐震強化岸壁の整備

を促進している。 
噴火等大規模災害時の陸上輸送路不通の際の緊急避難や復旧物資輸送、代替輸送手段の

確保を図るための防災拠点整備を促進している。 
 
  

出典：北海道開発局調べ 
耐震強化岸壁整備によるカバー圏の変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

広域防災フロートイメージ図 

耐震強化岸壁（1996年度） 耐震強化岸壁（2000年度）

半日往復圏 半日往復圏
4.8 ％ 7.3 ％
12.4 ％ 19.8 ％

■ 整備済
★ 整備中
● 計　画

整備中耐震岸壁の半日往復圏
整備済耐震岸壁の半日往復圏

人口カバー率
面積カバー率

人口カバー率
面積カバー率
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災害時に広域避難地等となる都市公園を地域防災計画の中で位置付けし、整

備を推進している。 

 
○防災公園の整備面積の推移（ｈａ） 
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 出典：北海道開発局調べ 
 
○防災公園の整備（忠和公園、旭川市）    （東光ｽﾎﾟｰﾂ公園、旭川市） 

 



 １３１

③ 安全な交通環境等の整備 

 

    北海道における防災点検要対策個所の対策済個所数（国道） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北海道開発局調べ 

 

 北海道における通行止め回数・時間（国道） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北海道開発局調べ 

道路防災点検の実施結果等を踏まえ、対策が必要な個所の早期解消に向けてより

一層の防災対策を推進すると共に、対策が長期にわたるものについては応急的な現

道対策を進めている。 

近年では大規模な自然災害等が頻発しており、国道の通行止め回数は増加してい

るものの、通行止め時間は減少している。 
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北海道における中央帯設置済道路延長と歩道のべ延長 
●中央帯設置道路延長    ●歩道のべ延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：一般国道、北海道所管の道道を対象とした 

出典：北海道開発局、北海道「道路現況調書」 

 

北海道における人身事故 

（致死率及び自動車 1万台あたり死者数の推移） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北海道警察本部「交通年鑑」 

安全な交通環境を形成するために、交通安全施設等整備事業を実施しており、例

えば中央帯設置道路延長は 1997 年の 674km から 2000 年には 763km、歩道のべ延長

は同じく 9,734km から 10,262km へ整備を進めている。 

人身事故 100 件あたりの死者数は 2.4 人から 1.8人に、自動車 1万台あたり死者

数は 1.8 人から 1.5 人に減少するなど、重大事故は減少傾向にある。 
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羅臼町
397.84㎡

標津町
624.46Ｋ㎡

別海町
1,320.19Ｋ㎡

中標津町
684.98Ｋ㎡

根室市
512.64Ｋ㎡

（うち歯舞群島99.94Ｋ㎡）

色丹、国後、択捉島
4,936.20Ｋ㎡

○　北方領土隣接地域の安定振興

　北方領土に隣接する根室市をはじめとする１市４町（根室市、別海町、中標津町、標津
町、羅臼町）は、領土問題が未解決であることから望ましい発展が阻害された地域である。
　このため、当地域の活力ある維持・発展を図るため、1998年度から始まった第４期北方
領土地域安定振興計画に基づく諸施策を積極的に推進している。

北方領土隣接地域の人口の推移
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